
 

 

 

環境影響評価制度の見直し 案 に対する意見募集等の結果について 

 

 パブリックコメント 成 「7 「」 日 火 ～ 「「 日 水  

              「「 件  

 項目 意 見  概 要 県 考え方 案  

 法改

伴う手続

入 

民 情報 提供 機会 持

民間 業者 実施 第 種 業

計 段階環境配慮書手続 い

前 民 説明 意見提出 機会 義

付 い い  

 民間 業者 実施 業 い

計 段階 業計 地等 情報 明

企業活動 支 生

問題 あ 努力義 規定

予定 い  

 申 民間

業 あ 配慮書手続 実施

望 い 配慮書手続 実施 場

合 環境影響評価 手続 配慮 い

併 規定 民間 業者 実施 第

種 業 い 配慮書手続 実施

う働 い  

 条例対象

業 拡

大 

絶滅危惧種等 生息 土地

業計 地 含 場合 い 業

実施面積 問わ 条例対象 業

い い  

 環境影響評価制度 規模 大 環境

影響 程度 著 い あ

業 い あ 業者自 環

境 え 影響 調査 予測 評価

内容 い 民や関係自治体 意

見 聴 環境 配慮 業

い 制度  

 業実施面積 問わ 条

例対象 業 業者 環境影響評価

手続 行わ 制度 趣

わ い あ 業者 対 過度

担 考え  

 環境影響評価制度 対象

い場合 業者 環境保全 一定

配慮 当然行わ あ

絶滅危惧種 対 対応 い 個

関係法 中 適 対策 講

 

資料 1-1 



 業 い 条例対象 業

い い  

(1) 対象 業 必須 電力施設 施

設 設置 業 対象 業 業者

又 業者 行う  

(2) 山脈 山地 主稜線 越え 送

電線 設置 

(3) 送電電圧 15 万 越え 送電

線 設置 

(4) 山脈 山地 主稜線又 山頂

500m 内 設置 万 方メ

変電所 電力施設 設

置 

(5) 27 万 5 千 50 万 送電線

関わ 変電所 電力施設 設置 

送電線路 い 県民 社会生活や

経済活動 支え 要 イン 施設 あ

一方 大規模 送電線路 建設 い

環境 影響 程度 著 い

あ 今回 条例対象

業 加え 検討 い  

条例対象 規模要件 い 大

規模 送電線路 い 複数 都県

設置 多い 考

慮 近隣都県 状況 考慮 設定

 

環境影響評価制度 対象

い場合 業者 環境保全 一定

配慮 当然行わ  

条例対象 業 い 社会状

況 変化 環境動向等 踏 え 今 適

宜検討 い  

(1) い  

 御指摘 い 業 一体

性や環境 影響 関連性 い 個

具体 断 条例対

象 業 実施 業者 業者 関

連 業 実施 場合 環境影響評価手

続 実施主体 環境影

響評価 対象 う

個 断  

(2) (4) い  

 御指摘 い 景観等

影響 大 場合 懸念

一定規模 環境影響評価制度

対象 外 設置場所 応 個

法 規制 対応 考え

 

(3) い  

送電線路 設置 い 鉄塔

影響 着目 あ 電気 業法

規定 鉄塔 大規模 考え

電圧 対象  

近隣都県 状況 参考 最

厳 い規模要件 採用 い  

(5) い  

 条例対象 業 送電線路 設置 併

変電所 電力施設 設置 場

合 通常 当 施設 含 環境影響評

価手続 対象  

 



 陽光発電所 係 環境影響評価規模

具体的 要件 い

い い  

 土石流危険区域 土砂災害警戒区域及

び土砂災害特 警戒区域 流 土砂災

害危険箇所 包含 地域 

※ 包含 地域 環境影響 及ぶ

推定 範囲 いう  

 

案 一団 しぐ  

※1 長 県自然環境保全条例第 「0 条

大規模開発調整区域内 行

届出 要 条例

施行規則第「重条第 号 定 面積

しぐ 準  

※「 都市計 法第 「重 条 基 開発行

許可 要 面積 しぐ 準  

案 一団 10しぐ  

※ 土砂災害防 法 基 土砂災害警

戒区域等 指定地 包含 地域

い 計 開発 業 い 当

指定 要性 鑑 規模 い

対象 業 規模 土地利

用形態 類似 い 動競技場 園

地 他 又 ク ョ

ン施設 区 設定 い 10しぐ

準  

 

 掲 地域 外 

一団 「0しぐ  

土地形質変更 伴う 一

団 10しぐ  

※ 一団 面積 見直 案 示 い

「0しぐ  

土地形質変更 伴う 土

地利用形態 類似 い 動競技場

園地 他 又 ク

ョン施設 区 規定 い

10しぐ 準  

面積 複規定 動競技場

園地等 施設 異 部利用形態

考慮 複 い  

 

陽光発電所 規模要件 い

場 キ 場 建設 工業団地 荘

団地 造成 土石 採取 条例対象

い 多 面的開発 業 採用

い 第 種 業 50ha 第 種 業 30ha

基本 い  

第 種 業 対象

森林 区域等 い 土地価格

い 陽光発電 業 進出 や

い区域 あ 埼玉 山梨 岐阜県

近県 規模要件 考慮 必要

あ 他 業 比 業 割実施

容易 あ 陽光発電建設 特性 考

慮 必要 あ 理由 環

境保全 配慮 特 必要 あ 考え

規模 業 対象 業

う 第 種 業 規模要件 20ha

見直 案 示 い  

20ha 他 都道府県 比較 規模

い開発 対象 条例対象

あ 面的開発 業 う 最 厳 い規模

要件 設定 い 宅団地 流通業 団

地 造成 第 種 業 等  

御意見 中 触 い

動競技場 園地 他 又

ク エ ョン施設 設置 い

多様 開発形態 想定 土地

形質変更 面積 少 い 業 敷地面積

対象 業 い う 第

種 業 規模要件 敷地面積 30ha

土地 形質 変更 面積 10ha

規定 い 土地 形質変更

面積 10ha 単独 条例対象 い

訳 あ  

環境影響評価制度 対象

い場合 業者 環境保全 一定

配慮 当然行わ  



 土石流危険区域又 土砂災害警戒区域

等 砂防等 防災対策工 危

険性 解消 又 指定 解除 い

い土砂災害危険箇所 い 計

開発 業 い 県民 生命 安

全 確保 万全 期 環境アセ

メン 制度 用 い 工 講

い  

例え 土砂災害危険地区 土

砂災害危険箇所及び土石流危険区域 当

地区 外 一般地区 仮称 地域要件

考え  

環境影響評価 環境保全 観 行

わ あ 防災 観 対応

い 森林法等 法 基 開発

許可 い 担保 考え  

 

 特 第 種 業 規模要件 い

土石流危険区域 土砂災害警戒区域及

び土砂災害特 警戒区域 流 土石流危

険渓流 包含 地域 外 地域

行う一団 開発 業区 設 当

土石流危険渓流 包含 地域 計

開発 業 規模 環境ア

セ メン 対象 業 あ  

 新設 概括的 対象 業 第 種

業 規模要件 一団 土地 面積 20ha

土地形質変更面積 10ha

い  

当 業 業種 明示

具体的 環境影響 程度 想定 い

場 キ 場 建設 工業団地

荘団地 造成 条例対象 い

多 面的開発 業 様 規模要件

あ 第 種 業 50ha 第 種 業 30ha

適当 考え い  

 一団 地域 開発行 い

当 開発行 合算規模 対象規模要件

超え 等 大規模開発 業 相当

開発行 発現 場合 対処方

針 聞 い  

※ 対象規模 若 対象規模

割 開発行

考え 例  

 他 開発行 隣接若 近接 例

え 直線距 ㎞又 ㎞ 内 開

発行 既存＋新規 新規＋新規  

 開発 業者 設立 複数 会社

開発行  

 実施 度 隔 行う開発行  

特 陽光発電所 い 業

割 実施 容易 あ

環境 影響 踏 え 条例 適 適

用 う 実 条例 用 当

対応 検討 い  

 規模要件 少 回 アセ 逃

対策 講 い い  



10 条例施行時 あ い 現時 計

中 工 未着工 業 条例対象

い い  

環境影響評価条例第 29 条 い 知

対象 業 実施 必要 許可 認可

他 行 権限 者 対 評

価書 写 送付 許認可等 行 行

う 当 評価書 内容 い 配慮

う要請 い  

風力発電 条例対象 業

追加時 様 改 条例 施行日前 対

象 業 実施 必要 許認可等

業 い 改 条例 規定 適用

い 経過措置 設 予定  

11 改 条例施行 適用除外 対

象 業 当 開発 業計 い 予

定地 存 地域 自治会若 開発

業対策協議会等 開発 業者 間

い 業実施 係 基本合意 締結済

開発 業  

12 他 長 県環境影響評価技術委員会 現行

委員数 14 動植物

広範 ～ 担当

十 人数 いえ い い

 

現行 人数 営 あ 地元

研究者 意見聴取 必要 い  

長 県環境影響評価技術委員会 委員

県内 環境 状況 い 造詣 深い

大学教授 方等 委嘱 動物 植

物 生態系 委員 方 担当

い い い  

実 審議 あ 現地調査

実施 現地 状況 委員 皆

直接確認 い 方法書

準備書 回 委員会 開催

慎 審議 行 い  

専門 項 調査 必要

あ 専門委員 い 対応

審議 必要 体制 確保 い  

13 豪雨 対応 う 最大降

雨 余裕 見 基準 環境影響評

価 行 い い  

環境影響評価 環境保全 観 行

わ あ 防災 観 豪雨

対応 い 森林法等 法 基

開発許可 い 担保 考

え  

流域開発 伴う防災調整池等 技

術基準 い 10ha 開

発行 対 対象降雨 30 一度

50 一度 引 見直

検討 い  

14 近 全国各地 豪雨 土砂災害

増え 今 観 対策

必要 い  

15 環境影響評価 実施 地震

耐震性 い 考慮 い い  

環境影響評価 環境保全 観 行

わ あ 地震時 耐震性 い

建築基準法等 他 法 担保

考え  

16 陽光発電 適 推進 関 連絡

会議 開発予定地 民 表等 参加

 

担当課 御意見 伝え  



17 県 各地 公表 見直

映 い い  

 今 情報 集 努 制度 見直

参考 い  

18 ニア新幹線 行 必要

変電所や送電線 い アセ メン

対象 い い いう

疑問 あ  

 御意見 い 制度 見直 参考

い 今 環境影

響評価制度 適 用 努 い

 

19  条例 規模要件 満 い開発 業

環境 影響 無 実態調査

行わ い  

環境 多少 影響 え 開発

業 あ 場合 現行条例 定 規模

要件等 妥当性 関 検証 行い

結果 見直 映 あ  

環境影響評価制度 規模 大 環境

影響 程度 著 い あ

業 対象 基本 あ 今

回 見直 い う 観 規

模要件 検討 進  

環境影響評価制度 対象

い場合 業者 環境保全 一定

配慮 当然行わ  

20  第 種 業 定 文化 保護

法 指定 然記念物 い

考慮 い う 地方自治体

条例 指定 然記念物 い

考慮 い い  

県 文化 保護条例 基 然記念物

い 第 種 業 定基準 い

定  

 市 村 条例 指定 然

記念物 い 環境影響評価技術指針

ニュア い 対象 明記

実 業者 環境影響評価

実施 業 実施 伴う影響

考慮  

21 第 種 業 定 地元 民 意

見 聴取 い い  

 定期間 60日間 短期間 あ

民 方 意見 聴 困

考え い 関係市 村長 意見

聴取 意見 案 定 行う

い  

 専門的 客観的 断 可能

う 定 環境影響評価技術

委員会 意見 聴取

規定 今回 改 追加 予定  

  



 

 市町村への意見照会 成 「7 「」 日 火 ～ 17 日 金  

              件 市 村  

 項目 意 見  概 要 県 考え方 案  

 条例対象

業 拡

大 

送電線 設置 い 第

種 業 設定 い い  

エ パ ク オパ ク等 国内外 環

境認定 地域 15 万Ｖ

亘長 1 ㎞  

本県 条例 い い

当 場合 第 種 業 設定

い 送電線路 い 当

い 設定 い  

 第 種 業 い 法第 種 業

程度 規模要件 設定  

 面的開発 業 規模要件 面積

規定  

送電線路 規模要件 考え方

い No.3  

 他 環境要素 水象 い 近 異常気象

案 検討 行う う求  

 環境影響評価技術指針 ニュア

い 予備調査段階 過去 水害

発生状況 い 調査内容

近 異常気象 い 中

調査 行う  

 業者 対 技術指針 ニュア

基 適 環境影響評価 実施

う 引 続 指 行 い

 

 陽光発電所 係 見直 内容 賛成

期 施行 求 ほ 件  

期 改 条例 施行

う 引 続 条例改 必要

手続 進 い  

 第 種 業 定基準 関 地域 長

県版 タ ク掲載 絶滅危惧

種生息地 準絶滅危惧種生息地 追加

う  

 第 種 業 定基準 追加 係

施行規則 改 い い い

御意見 踏 え 今 関係機関 協議

検討 い  

 

  



 

 第 回長野県環境影響評価条例の改正に関する専門委員会議 成 「7 1重 日 金  

 

 項目 意 見  概 要 県 考え方 案  

 法改

伴う手続

入 

環境 破壊 元 戻 い

長 県 豊 自然環境 考慮

民間 業者 実施 第 種 業

い 計 段階配慮手続 義 付

う  

民間 業者 実施 業 い

計 段階 業計 地等 情報 明

企業活動 支 生

問題 あ 義 付 困 あ

考え  

御意見 趣 踏 え

民間 業者 実施 第 種 業 い

計 段階配慮手続 実施 任意規定

努力義 規定 配

慮書手続 実施 業者 対 環境影

響評価手続 配慮 い 併 規定

 

 条例対象

業 拡

大 

業 種類 問わ い大規模 面的開

発 業 対応 設 工作物 用

供 一団 土地 造成 造成

開発 対象 土地 形質変更 ほ

い 業 対象 い  

工作物 用 供 場合 一定 土

地 形質変更 伴う 考え

土地 造成 定義 必 明確

土地 形質変更 ほ 行わ

い場合 あ 本 業 対象

考え い  

現行 条例対象 業 あ 動

競技場 園地 他 又 ク

エ ョン施設 設置 い 多

様 開発形態 想定 第 種

業 規模要件 敷地面積 30ha

土地 形質 変更 面積 10ha

土地 形質変更 面積 併 規模要

件 規定 い 本 業 土地

形質変更 面積 係 規模要件 規定

 

 水力発電所 設置 川 水 流

案 あ う 案

対応 水力発電所 係 規模要件

第 種 業 設 規模 い

業 対象 い  

 御指摘 案 い 確認

発電所 う 見直 案

規模要件 当 条例対象 規模

 

 見直 案 規模要件 他自治体

比較 い規模 対象

い 本県 条例 他 業

比較 水力発電所 環境影響 著

い 認 い 第 種 業

設定 必要 い 考え い  

  



 

 第 回長野県環境審議会への報告   成 「7 17 日 金  

 

 項目 意 見  概 要 県 考え方 案  

 法改

伴う手続

入 

配慮書段階 い 要約書 作成

説明会 実施 求 い  

方法書 い 冊子 厚 記載内

容 複雑 傾向 あ 環境

影響評価法 改 準備書 様

要約書 作成 説明会 開催 義 付

今回 条例改 い 様 義

付 い  

一方 配慮書 い 法 い

要約書 作成 必要 説明会 実施

義 付  

条例 見直 案 い 法 様

要約書 作成 義 付 業計

地 い 複数案 検討段階 あ 説

明会 開催 係 業者 担 大 い

考え 説明会 開催 義 付

必要 い 考え  

 環境影響

評価 係

手続

充実 

調査計 い 評価書 記載

項 い 改 調査計

書 作成 求 必要 い

い  

評価書段階 業調査計 細 内

容 決 い場合 あ 評価書

作成 業着手 期間 要 場合

周辺 状況 変化 考え

調査計 書 作成 新 義

付  

御意見 踏 え 評価書記載

調査計 変更 評価書

公告 長期間 経 着手 場合

一定 条件 満 場合 調査

計 書 作成 要 規定 設

 

 


